
令和６年度～令和１０年度観測研究計画

課題番号：JAMS02

（1）実施機関名：

海洋研究開発機構

（2）研究課題（または観測項目）名：

（和文）海底広域変動観測研究
（英文）

（3）関連の深い建議の項目：

1 地震・火山現象の解明のための研究
(5) 地震発生及び火山活動を支配する場の解明とモデル化

ア. プレート境界地震と海洋プレート内部の地震

（4）その他関連する建議の項目：

1 地震・火山現象の解明のための研究
(3) 地震発生過程の解明とモデル化

2 地震・火山噴火の予測のための研究
(1) 地震発生の新たな長期予測（重点研究）

ア. プレート境界巨大地震の長期予測
5 分野横断で取り組む地震・火山噴火に関する総合的研究

(1) 南海トラフ沿いの巨大地震
(3) 千島海溝沿いの巨大地震

6 観測基盤と研究推進体制の整備
(1) 観測研究基盤の開発・整備

イ. 観測・解析技術の開発
エ. 地震・火山現象のデータベースの構築と利活用・公開

(4) 国際共同研究・国際協力

（5）令和５年度までの関連する研究成果（または観測実績）の概要：

「災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画（第２次）」（令和元年度～令和5年度）の中で
実施していた「海底広域変動観測研究」と密接に関連する。令和5年度までは、国立研究開発法人海洋
研究開発機構第4期中期目標に掲げられている「海域で発生する地震及び火山活動に関する研究開発」
の下で、大学や国研等の関係機関と連携して以下のような研究を進めてきた。
南海トラフや千島海溝、日本海溝などの地震発生帯において、高精度の海底地下構造調査、海底堆積
物・海底下岩石試料の採取・分析を実施した。これらにより、たとえば、南海トラフではプレート沈
み込みの様相を従来よりも遥かに高解像度でイメージングすることに成功した他、詳細なプレート断
層面形状やプレート断層面付近の物性が、プレート固着域やスロー地震分布と興味深い一致を示すこ
となどを明らかにした。

（6）本課題の５か年の到達目標：

引き続き国立研究開発法人海洋研究開発機構の中期計画に沿って研究開発を進める。
まず、最初の2年間(令和6年度および7年度)は、国立研究開発法人海洋研究開発機構第4期中期目標に
かかげられている大目標の一つである「（３）海域で発生する地震及び火山活動に関する研究開発」
の下で、以下の研究を進める。
我が国の周辺海域においては、南海トラフ地震や海底カルデラ等、大規模災害をもたらす地震・火山



活動が活発であり、防災・減災対策の更なる強化が求められている。そのための具体的な検討を進め
るには、海底下で進行する地震・火山活動の実態把握及び長期評価が欠かせないものの、現在は観測
データも十分に揃っていない状況にあり、観測体制の構築と、データの取得・解析を通じたメカニズ
ムの理解等の科学的知見の充実が課題となっている。このため、機構は、地震発生メカニズムの理解、
プレート固着の現状把握と推移予測及び海域火山活動の予測研究に資するデータと知見を蓄積し、地
震調査研究推進本部、気象庁、防災科学技術研究所、大学等の関係機関に情報提供することで、地震
発生帯の現状把握・長期評価及び火山活動評価に貢献する。これを実現するために、大学や防災科学
技術研究所等の関係機関と連携して、南海トラフ地震の想定震源域等を中心とした、広域かつ精緻な
データを連続的にリアルタイムで取得する海底地殻変動観測網の整備・高度化を進めるとともに、高
精度の海底地下構造調査、海底堆積物・海底下岩石試料の採取・分析を実施する。これにより得られ
たデータと既存のデータの統合・解析を行うことで、地震発生帯モデル及びプレート固着状態に関す
る推移予測手法の高度化を行う。また、海域火山に係る先進的な観測手段を確立し、海域火山周辺に
おいて火山活動の現状把握を行うとともに、地球内部構造や熱・物質循環機構等の解析を進める。
令和8年度以降も、国立研究開発法人海洋研究開発機構の次期中期目標のもと、継続して本課題に取り
組んでいく。

（7）本課題の５か年計画の概要：

南海トラフにといては、令和6年度と令和7年度には、東南海地震震源域付近においてプレート境界断
層の詳細形状や物性分布を把握するための構造探査研究を実施する。日本海溝域においては、令和6年
度と令和7年度には、宮城県沖から福島、茨城県沖付近におけるプレート沈み込みの様相を大局的に捉
えるための反射法地震探査やプレート境界断層付近の詳細な物性不均質性を捉えるための屈折法探査
を実施する。
令和8年度以降は、海洋研究開発機構の中長期計画の具体化を待つ必要があるが、これまでデータ取得
が遅れている足摺岬から日向灘にかけての海域や伊豆小笠原沈み込み帯などの調査研究を視野に入れ
つつ、引き続き海底広域変動観測研究により地震発生場の実態把握研究を実施していく。

（8）実施機関の参加者氏名または部署等名：

海域地震火山部門地震発生帯研究センター
他機関との共同研究の有無：有
東京大学地震研究所,東京大学大気海洋研究所,東北大学,ほか

（9）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先

部署名等：海域地震火山部門 地震発生帯研究センター
電話：
e-mail：
URL：

（10）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者

氏名：藤江剛
所属：海域地震火山部門 地震発生帯研究センター


